
６.価格転嫁の機運醸成と持続的賃上げに向けた支援策について 

 

本県が昨年１０月に公表した「県内企業における

価格転嫁及び賃上げに関する調査結果」によると、

価格転嫁の状況について、エネルギー・原材料価格

高騰の影響については、９０％以上の企業が「影響

がある」と回答しており、価格高騰によるコスト上

昇分の価格転嫁が７割以上進んでいる企業は２３．

９％に留まり、半数以上の企業が十分な価格転嫁ができていない結果になって

います。 

また、取引先との共存共栄関係を築き、利益やコストを適正にシェアすること

を目指すパートナーシップ構築宣言について「既に登録している」と答えた企業は

わずか９．０％で「制度の内容がわからない」と回答した企業は４６．８％となって

おり、制度内容の周知が課題となっています。 

価格転嫁を進めるために期待する取組としては、「消費者に適切な価格転嫁へ

の理解を求める啓発活動」と回答した企業が４４．1％と最も多く、「メディアを活

用した大規模な機運醸成キャンペーンの実施」との回答も３３．８％に上っており

ます。 

社会全体の機運醸成を図るためには、こうした取組を進める必要があると考

えますが、本県としての取組を知事に伺います。 

次に、中小企業の持続的な賃上げを実現するための取組について伺います。 

本年４月から、物価高を上回る賃上げの流れを実現するため、「賃上げ促進税制」

が強化されます。 

具体的には、４月以降、教育訓練費増額による税控除率の上乗せ要件が緩和さ

 



れるとともに、女性活躍支援・子育て支援に関する上乗せ措置が創設され、日本

政策金融公庫の融資においては、本年２月から、２．５％の賃上げ計画を提出した

中小企業・小規模事業者に対して、２年間金利を０．５％低減する特例措置が開始

されています。 

そこで、知事にお尋ねします。 

県内の中小企業・小規模事業者において、こうした新たな国の支援制度が活用

されるように、県としてしっかりと周知すべきと考えますが、どのように取り組ま

れるのかお答えください。 

また、本県でも、今年度１２月補正予算により、持続的な賃上げに取り組む中小

企業のため、「賃上げ実現に向けた中小企業生産性向上緊急支援補助金」や「経

営革新賃上げ環境整備緊急支援補助金」を創設したところです。 

これらは、事業者の生産性の向上を図り、経営基盤の強化、賃上げの実現に資

するものと考えますが、申請に必要な事業計画の策定に悩んでいる事業者もい

ると聞いています。 

そこで、知事にお尋ねします。事業者の事業計画の策定について、どのような

支援を行っているのか伺います。 

次に、中小企業の省エネルギー対策についてお伺いします。 

エネルギー価格が高騰する中で、省エネ対策を進めることは、経費削減の上か

らも、中小企業にとって切実な課題です。 

本県では、省エネの専門家を中小企業に派遣して、アドバイスする「省エネ診断」

制度があり、この省エネ診断を受診した中小企業に対し、省エネ効果が期待でき

る設備の導入等を行う際に、その経費の一部を補助する「福岡県中小企業等省エ

ネ設備導入支援補助金」が昨年度に創設されたところです。 

この取組は、省エネ診断から設備導入まで一体化した制度となっており、非常



に有効な支援策と考えます。 

そこで、知事にお尋ねします。エネルギー価格の高騰に苦しむ中小企業が、この

制度をより活用できるよう、省エネ設備導入により、エネルギー使用量削減活用

事例を紹介するなど、制度の周知・活用を促進する必要があります。中小企業の

省エネ対策にどう取り組んでいくのか伺います。 

 

【服部知事の答弁】 

①価格転嫁を進めるための機運醸成について 

県では、昨年 2月の官民労 13団体による「価格転嫁の円滑化に関する協定」締結を受け、

各団体と連携し、価格転嫁の円滑化を目指す「取引適正化推進フォーラム福岡大会」を開催

したほか、取引適正化や賃上げの実現を訴える「街頭啓発活動」を実施しました。また、毎

年３月と９月の「価格交渉促進月間」には、新聞やラジオ等による啓発・広報活動を集中的

に行っています。 

この協定 3 月末で期限を迎えることから、県では、その更新を各団体へ働きかけていま

す。今後も、官民労で連携し、価格転嫁を進めるための機運醸成にしっかり取り組んでまい

ります。 

②国の賃上げ支援制度の周知について 

今年 4月から制度の拡充が予定されている国の「賃上げ促進税制」については、既に県ホ

ームページによる周知に加え、「価格転嫁の円滑化に関する協定」締結団体と情報共有し、

それぞれの広報媒体の活用によび、県内事業者に向けて周知を図っています。日本政策金融

公庫の「賃上げ貸付利率特例制度」についても、県ホームページや協定締結団体を通じた周

知を図ることとしています。 

今後も、新たな支援制度が創設された場合には、事業者に対する周知にしっかり取り組ん

でまいります。 



③県の補助金申請に係る事業計画策定支援について 

「賃上げ実現に向けた中小企業生産性向上緊急支援補助金」と「経営革新賃上げ環境整備

緊急支援補助金」については、 12月議会の議決後、直ちに周知したところ、県に 100件を

超える相談が寄せられるなど注目を集めており、今後、申請が本格化するものと考えられま

す。そうした企業の申請手続を円滑に進めるため、「賃上げ実現に向けた中小企業生産性向

上緊急支援補助金」では、県の生産性向上支援センターの「企業診断スタッフ」と「生産性

アドバイザー」が、企業の現場でヒアリングを行い、業務課題を診断し、実態に合わせた設

備導入計画の策定について助言・指導を行っています。 

また、「経営革新賃上げ環境整備緊急支援補助金」では、商工会や商工会議所の経営指導

員が個々の事業者の財務分析や経営課題を抽出し、経営革新計画の策定に向けた支援を行っ

ています。さらに、1月からは、本県独自の取組として、中小企業診断士からなる「経営革

新計画策定指導員」を県内 4地域に配置し、企業訪問や個別面談により、事業内容のブラッ

シュアップや経営目標の精査等について助言・指導を行う取組を開始したところです。 

こうした取組により、当該補助金をより多くの事業者の皆様にご活用いただけるよう、し

っかり支援してまいります。 

④中小企業における省エネ対策について 

県では、昨年度から、省エネ診断を受診した中小企業を対象とした「福岡県中小企業等省

エネ設備導入支援補助金」を創設し、空調設備の更新や LED照明の導入などを支援していま

す。この補助金を活用し、設備を導入した事業所では、エネルギー使用量が平均 2割程度減

少する見込みとなっています。 

今年度からは、公募回数の増加や相談窓口の増設などを行った結果、補助実績が 81 件と

倍増し、より多くの中小企業の皆さまにご利用いただいています。 

今後も、商工会議所、商工会などを通じ、補助制度の内容や、これを活用した効果的な省

エネ事例について、広く周知してまいります。 



このほか、中小企業の経営者や技術者向けの各種講座や、実際に ZEB(ゼブ)を導入してい

るビルの見学会を引き続き開催します。 

これらの取組により、地球温暖化対策だけでなく、エネルギー価格の高騰に苦しむ中小企

業の経費削減にも資するよう、省エネ対策に取り組んでまいります。 


